
【承認日：令和３年８月２７日】 

【直近の軽微変更：令和４年１０月１日】 

調査計画全文 

 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

  産業連関構造調査（資本財販売先調査）  

２ 調査の目的 

  資本財の国内設備投資向け販売高の産業別内訳等を明らかにし、産業連関表の付帯表である「固定資

本マトリックス」作成の基礎資料とすることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   日本標準産業分類の大分類Ｅ－製造業及び大分類Ｇ－情報通信業のうち、経済産業省が所管する

「資本財販売先調査対象品目表」（別紙１参照）に掲げる95品目を製造、販売している企業 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

   約1,500企業（母集団の大きさ：約74,000企業） 

（２）報告者の選定方法（□全数 □無作為抽出(□全数階層あり) ■有意抽出） 

   製造業については、経済産業省生産動態統計調査、工業統計調査及び経済構造実態調査の名簿か

ら、調査対象品目毎に生産額規模の上位約80％をカバーする事業所及び販売額規模の上位約15％を

カバーする事業所を抽出し、また、情報通信業については、経済構造実態調査の名簿から、売上高

規模の上位約60％をカバーする事業所を抽出し、企業単位に名寄せした上で、これらの事業所を持

つ企業を調査の対象とする。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、別紙２の調査票参照） 

   企業名及び所在地、法人番号、販売高（国内設備投資向け等）、販売先産業内訳（民間向け、官公

庁及び公的企業向け） 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

・法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いるも

のであり、集計は行わない。 

（２）基準となる期日又は期間 

   令和２年暦年 

６ 報告を求めるために用いる方法 



（１）調査系統 

経済産業省 － 民間事業者 － 報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メ

ール） □調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

   民間事業者への委託業務：調査票の発送・回収、審査、記入内容照会、督促 

   オンライン調査は、経済産業省ホームページ上に掲載した調査票様式をダウンロードし、メールに

て提出する方法により行う。なお、調査票様式についてはパスワードを設定する等のセキュリティ

対策を行う。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 ■その他（原則５年

（産業連関表作成対象年の翌年に実施）） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：平成28年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   令和３年10月～11月30日 

８ 集計事項 

  集計事項については、別紙３の集計事項様式参照 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

（３）公表の期日 

令和４年11月 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他

（              ） 

□使用しない  

  調査対象の範囲の画定に当たっては、日本標準産業分類による。ただし、結果の表章に当たっては、

本調査が産業連関表作成のための基礎資料として資本財の国内設備投資向け販売高の産業別内訳等を

明らかにすることを目的としているため、産業連関表の部門別に表章を行い、日本標準産業分類は使

用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

関係書類の保存期間及び保存責任者は、次のとおりとする。 



（１）調査票情報の保存期間 

  ・記入済調査票：1年保存 

  ・調査票の内容を記録した電磁的記録：常用 

（２）保存責任者 

経済産業省大臣官房調査統計グループ経済解析室長 

 



別紙１

調査品目表
品目
コード

調査品目名
品目
コード

調査品目名

001 木製家具 051 試験機

002 金属製家具 052 理化学機械器具

003 その他の家具・装備品 053 その他の計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具・理化学機械器具

004 ガス機器 054 望遠鏡・双眼鏡・顕微鏡

005 石油機器 055 カメラ・写真装置・同関連器具

006 製缶板金製品 056 発電機

007 他に分類されない金属製品 057 電動機

008 一般用ボイラ 058 変圧器・変成器

009 タービン 059 電力開閉装置

010 はん用内燃機関 060 配電盤・電力制御装置

011 その他の原動機 061 電気溶接機

012 ポンプ（真空ポンプを除く） 062 コンデンサ

013 圧縮機 063 電力変換装置

014 油圧機器 064 Ｘ線装置

015 空気圧機器 065 その他の電子応用装置（Ｘ線装置を除く）

016 エレベータ・エスカレータ 066 電気計測器

017 物流運搬設備 067 工業計器

018 冷凍機 068 電気照明器具

019 業務用エアコンディショナ（民生用を除く） 069 太陽電池モジュール

020 動力伝導装置 070 電話（有線）装置

021 消火器具・消火装置 071 電信・画像（有線）装置

022 弁・同附属品 072 搬送装置

023 他に分類されないはん用機械・同装置 073 固定局通信装置

024 建設機械・鉱山機械（建設用トラクタを除く） 074 基地局通信装置

025 建設用トラクタ 075 無線応用装置

026 食品機械・同装置 076 交通信号保安装置

027 製材・木材加工・合板機械 077 パーソナルコンピュータ

028 印刷・製本・紙工機械 078 電子計算機本体（パソコンを除く）

029 包装・荷造機械 079 外部記憶装置

030 化学機械、同装置 080 印刷装置

031 鋳造装置 081 表示装置

032 プラスチック加工機械、同附属装置 082 端末装置

033 数値制御旋盤 083 軽乗用車

034 マシニングセンタ 084 小型乗用車

035 その他の金属工作機械 085 普通乗用車

036 金属加工機械 086 バス

037 機械工具 087 軽トラック

038 金属用金型 088 小型トラック

039 非金属用金型 089 普通トラック

040 真空装置・真空機器 090 二輪自動車

041 ロボット 091 フォークリフトトラック

042 その他の生産用機械 092 構内運搬車・ショベルトラック

043 複写機 093 飛しょう体

044 その他の事務用機械器具 094 看板・標識機・展示装置

045 自動販売機 095 ソフトウェア

046 その他のサービス用機器

047 体積計、はかり

048 圧力計・流量計・液面計

049 精密測定器

050 分析装置















別紙３

集計事項様式

①品目別年間販売高内訳表(金額表)
（単位：百万円）

うち輸入 民間向け
官公庁及び
公的企業向

け

XXX ○○○ XXXX XXX,XXX XX,XXX XXX,XXX XX,XXX XX,XXX XX,XXX XX,XXX XX,XXX XX,XXX

②品目別年間販売高内訳表(係数表)
（単位：％）

うち輸入 民間向け
官公庁及び
公的企業向

け

XXX ○○○ XXXX XX.X XX.X XX.X XX.X XX.X XX.X XX.X XX.X XX.X

③品目別産業別販売先内訳表（金額表）
（単位：百万円）

民間向け
官公庁及び
公的企業向け

XXX ○○○ XXX ○○○ XX,XXX XX,XXX XX,XXX

④品目別産業別販売先内訳表（係数表）
（単位：％）

民間向け
官公庁及び
公的企業向け

XXX ○○○ XXX ○○○ XX.X XX.X XX.X

輸出
向け販売

品目

コード
販売品目名

集計
企業数

年間販売額 国内設備投

資向け販売
建設資材
向け販売

原材料
向け販売

消費者
向け販売

輸出
向け販売

国内設備投

資向け販売
建設資材
向け販売

原材料
向け販売

消費者
向け販売

品目

コード
販売品目名

集計
企業数

年間販売額

品目
コード

販売品目名
産業
コード

産業名
国内設備投

資
向け販売

品目
コード

販売品目名
産業
コード

産業名
国内設備投

資
向け販売



令和２年産業連関構造調査（資本財販売先調査）の必要性 

 

 

 

１．令和２年産業連関構造調査（資本財販売先調査）の目的・必要性 

本調査は、総務省を始めとする 10 府省庁の共同事業による令和２年（2020 年）産

業連関表の付帯表である「固定資本マトリックス」の作成のために実施するものであ

り、産業連関表で「資本財」として取り扱われる製品について、国内設備投資向け販売

高の産業別内訳を把握することを目的としている。 

各資本財の産業別販売先内訳は、既存の各種統計調査資料では得られないため、

産業連関表作成の都度、概ね５年ごとに毎回調査を実施している。 

 




